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平成29年度地域少子化対策重点推進事業（平成29年度補正予算）実施計画書（市町村分）個票

津野町

企画調整課

優良事例の横展開支援

1-(5)　その他、各地域において、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会
づくり・機運の醸成に向けた、当事者及びその他の社会のあらゆる構成員の意識や行動の改革を
もたらそうとする取組

津野町地域ぐるみの子育て支援事業

1,750 875

（個別事業の内容）
＜地域の現状＞
　津野町では、平成29年６月より町役場職員による「津野町子育て支援プロジェクトチーム」を設立し、若
者や子育て世代から居住地に選ばれるための総合的な子育て支援や、町内全体で子育てを支援するための
様々な取組の実施に向けた検討をはじめたところである。

＜課題＞
　本町では、現在まで少子対策に積極的に取組み、出生数の増加などある一定の事業効果が見られていた
が、3年前ほどから、継続的に取組みを進めているものの出生数は減少傾向となっている。
　このため、子育て支援の取組を進める上では、子育て支援策の充実だけでなく、子育て支援に係る取組へ
の検証や評価から現状を把握し、地域全体への情報の周知や情報の共有などを行うことで、子育てを支援す
る機運の醸成をはかり、地域全体が、安心して妊娠・出産・子育てできると感じることができる社会環境づ
くりを進めることが必要である。
　また、町内全体で取り組みを進めていくためには、町民の声を十分に反映した事業展開を行うことが重要
と考える。

＜本個票の取組概要＞
　妊娠期から切れ目のない子育て支援制度や地域子育て活動、男性の家事・育児参画など、幅広い子育て支
援関連の情報を掲載したリーフレットを作成して、町内の企業・団体等に協力を求め、リーフレット配付や
子育てセミナーへの参加を通じて男性の家事・育児参画への理解を図る。また、町民及び移住希望者に対し
て津野町が実施している子育て支援策の周知などの取組を行うことで、地域全体で子育てを応援する社会づ
くりの機運の醸成、若い世代が定住しやすい環境づくりを進めていく。
　こうした取組を進めるうえでは、町民や企業・団体、教育関係、労働団体等の協力が必要不可欠であり、
本事業の目的を共有し実施方法や進捗管理、事業評価等を行う機関として協議会を設置する。あわせて、機
運の醸成の取組を進めるにあたり、事業評価及び効果検証のためのアンケート調査を実施する。

①リーフレット作成及び情報発信【事業メニュー：１（５）】
　地域ぐるみの子育てを推進するため、企業・団体等には、リーフレットを配布して、企業・団体等の協力
のもと、従業員への周知を図る。また、子育てサークルや子育て世帯（乳幼児等）などには、保健師が訪問
してリーフレットを配布するとともに、制度説明や相談などを行う。児童・生徒を持つ子育て世帯には、小
中学校を通じて配布し、子育て世帯の移住者や関係窓口への相談者には窓口機関に備え付け、制度説明など
を行い周知を図る。
　（配布先：企業・団体等 300部、移住相談会50部、子育て世帯100部、子育て関係窓口3施設 150部）

②子育て支援協議会の設置（委員10人×3回）　【事業メニュー：１（１）】
　津野町の子育て支援について様々な分野からの意見をとりまとめ、子育て支援施策に反映する。

③子育て支援事業効果検証アンケート調査　【事業メニュー：１（１）】
　機運の醸成をはかる取組についての効果検証アンケートを行い、効果的な事業実施に向けた効果検証を行
う。なお、本アンケート調査の実施にあたっては、②の協議会において調査内容等の検討を行った上で行う
ものとする。
　＜調査概要＞
　調査配布数：600票
　調査対象　：津野町住民（無作為抽出）
　調査の方法：郵送法
　　※ただし、協議会での検討結果によっては配布数・配布対象・調査方法が変更する可能性があります。

④地域子育てセミナーの開催（参加者30人×6回））　【事業メニュー：１（２），（５）】
　町内企業・民間団体等に対して、本町から職員の参加依頼を行い、将来にわたって安心して結婚・妊娠・
出産・子育てがしやすい環境の地域づくりのために、行政や企業・団体等の職員が一堂に会して、本町の結
婚・妊娠・出産・子育て環境の現状把握、行政、企業・民間団体、地域のそれぞれの役割、働きながら子育
てしやすい環境や男性の家事・育児参画、ワーク・ライフ・バランスなどを学び・考え・行動するセミナー
を開催する。

個 別 事 業 の 内 容



（関係部局等）

(配慮すること）

■③随意契約

（①を除く）

企画調整課、町民課、健康福祉課、総合保健福祉センター、教育委員会

各課と連携し実施するもので、職員参加やセミナー実施方法などを検討する。

■有（以下の①～③から該当するものを選択してください）　　　　　□無

□①企画提案方式（プロポーザル方式、コンペ方式等）　　　□②競争入札方式

［事業の内容：アンケート調査票作成、結果分析　　　　　　　　　　　］

［随契の理由：過去実績があり、随契金額が町規定の範囲内　　　］

　　該当する取組の有無：□有　（取組名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　■無

  □有の場合の担当部局：

【次年度以降に向けた事業の方向性】
　平成31年度以降も、効果検証結果を基に事業内容の精査を行った上で、継続してリーフレットの作成及び
情報発信、子育て支援協議会での取り組み内容の検討を行う。

【事業実施にあたっての留意点】
　本事業の実施に当たっては、実施要領記載の留意事項及び結婚の希望を叶える環境整備に向けた取組の参
考指針を踏まえて実施することとする。

・個別事業の重要
業績評価指標(KPI)
及び定量的成果目
標

○津野町が安心して結婚、妊娠・出産、子育てができる環境にあると考える住民の割合：35％
○リーフレットを読んで「男性の家事・育児参画に対する理解が高まった」と考えた企業・団体等の割合：
60％
○リーフレットでの男性の家事・育児への参加啓発により「家事・育児に積極的になった」と考えた人の
割合：60％
○地域子育てセミナーへの参加者数：延べ180人
〇地域子育てセミナーを友人等に薦めたいと思った参加者の割合：80％
〇地域子育てセミナー参加後の意識変容が見られる参加者の割合：80％
〇アンケート調査回収率：60％
〇協議会における意見数：15件

・都道府県との連
携・役割分担の考
え方及び具体的方
法

本個別事業においては、高知県のホームページに本事業に係る町ホームページ掲載のリンクを行い、
広く周知・広報を行う予定である。また、事業について、情報共有を行うことで効果的な事業展開を図
る。

・民間事業者との
連携・役割分担の
考え方及び具体的
方法

商工会と連携のうえ、企業・団体等への情報提供を行い、子育て支援の取組に係る周知および情報提
供への協力を依頼

・男女共同参画部
局など関係部局等
との連携・配慮事
項

・委託契約の有無
及び契約方式

・システム等導入
に係る管財部局の
確認


